
 - 8 -

６．当社グループが対処すべき課題 

 

企業は SARS 等の疾病、災害、訴訟、為替及び金利の変動など様々なリスクに晒されているため、事

業を取り巻く環境は時として急激に変化します。企業の成長力を維持する基盤として、リスクマネジメ

ント能力が益々重要になっています。この様な事態に備えるため、当社グループにおきましては CEO が

チーフ・リスク・マネジメントを兼任するリスク・マネージメント・コミッティーを社内に設置いたし

ました。また、法務部門、グローバル・コンプライアンス部門を設置・強化いたしました。将来予想さ

れる緊急事態を想定しリスク分散を図ると同時に発生後の対処方法を常に準備する体制を整えてまいり

ます。更に、環境対策、法令順守、社会貢献を重視した幅広い企業の社会的責任（CSR）活動にも力を注

いでまいります。 

 

７．目標とする経営指標 

 平成 12 年 6 月の純粋持株会社制への移行に伴い、各事業会社を設立・独立させ分社化を実施いたしま

した。持株会社は事業会社に日々の業務運営を委ね、グループ全体に関わる方針決定を行います。平成

16 年１月よりグループを再編し 5 事業(カンパニー)に区分して、各カンパニーの目標・責任・権限を明

確にし、製造、販売、開発を製品ごとに把握し、売上及び利益の拡大を図ります。個々のカンパニーの

企業価値を高めることが、グループ全体の企業価値向上に繋がるものと確信しております。各カンパニ

ーの企業価値への貢献度合い、達成度合いを分析する指標として、フリーキャッシュフローの概念を簡

略化し、より迅速な経営判断のできる修正 EBITDA を採用しております。 
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経 営 成 績 

 

 

１．当連結会計年度の業績の概況 

当連結会計年度の世界経済は、原油価格の上昇から一時的に減速していたものの、アメリカを中心

とした個人消費の回復を背景に急速に改善しています。景気の過熱が懸念されていた中国は政府によ

る計画的な引き締め政策によりソフトランディングを実現し、安定成長に移行しつつあります。2005

年につきましても、世界経済は 4％近い高成長が続くとの見方が出てきました。 

世界の電子機器市場におきましては、アテネ オリンピック終了に伴うシリコンサイクルの下降トレ

ンド入りを先取りし各セットメーカーが逸早く生産調整を実施したものの、前回サイクルの谷の始ま

った 2000 年当時と較べ製品在庫が低水準に留まっていること、製品価格の低下に伴い今後の需要拡大

が期待できることから、調整は比較的短期間で終了するという意見が広まっています。今回の電子機

器市場ではパソコン、携帯電話の既存製品に加え薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、デジタルカメラな

どデジタル家電製品やエレクトロニクス技術の塊になりつつある自動車の寄与から、電子部品の潜在

需要は格段に厚みを増しています。 

音響・映像機器はラジオ、ラジカセ等アナログ製品が僅かに持ち直しているのに対して、液晶テレ

ビなどデジタル製品は当初予想に比べやや弱含みで推移しています。パソコンの出荷台数は、旺盛な

買い替え需要や法人の情報化投資の高まりで好成長が続いています。デジタルカメラは普及の進んだ

日本市場が鈍化しているものの、日本に較べ普及率の低いアメリカ、ヨーロッパ、アジア市場が拡大

しています。携帯電話の出荷台数は 2004 年に前年比 17.2％増の 6 億台前後になった模様です。中国で

の製品在庫が増加しているものの、ハイエンド機種の寄与で成長が続く見込みです。また、自動車機

器分野では電子化が急速に進行しているため、車載用電子部品の需要が着実に増加しています。 

この様な環境の中、当社グループは幅広い顧客ニーズに対応するとともに今後の成長分野において

新しい需要を積極的に創造する事業活動を展開してまいりました。一方採算性の低い事業につきまし

ては、電磁気事業の中で最後に残ったマグネティックス部門、光電子事業では光ピックアップのＯＥ

Ｍ製品部門から実質的に撤退いたしました。 

当連結会計年度の売上高につきましては、事業撤退を進めている光電子事業、電磁気事業が減少し

たものの、その他コイルが順調に増加したのに加え、車載用電子部品、通信・情報処理機器用コイル

が好調に推移し、音響・映像機器用コイルが大幅に拡大したことから、前連結会計年度比 18.7%増の

36,246 百万円になりました。 

利益面では、減収に伴い光電子事業の営業利益が減少した一方で、増収効果と労務費及び製造経費

の抑制によりコイル事業の売上総利益が増加し、電磁気事業も製造経費、販売費及び一般管理費の削

減で損失幅が縮小したことから、営業利益は前連結会計年度比 50.8%増の 3,611 百万円になりました。

持分法による投資損失が増加したものの、為替差損が減少したため、経常利益は前連結会計年度比

59.6%増の 3,128 百万円となりました。また、当期純利益は子会社売却損等の計上された前連結会計年

度の 5.7 倍の 1,807 百万円を計上いたしました。 

 

次に当連結会計年度における各セグメントの状況は以下の通りです。尚、当連結事業年度より事業

をレガシー事業、フラットパネル事業及びオートモーティブ事業の 3 区分に変更しておりますが、新

体制が定着していないため従来の方法（コイル事業、光電子事業、電磁気事業）で記載しております。 

1）コイル事業 

 コイル事業の売上高は、その他コイルが順調に増加したのに加え、車載用電子部品、通信・情報処

理機器用コイルが好調に推移し、音響・映像機器用コイルが大幅に拡大したことから前連結会計年度

比 25.4％増の 32,811 百万円になりました。 

a)音響・映像機器用コイル 

音響・映像機器用コイルの売上高は前連結会計年度比 51.5％増の 3,499 百万円になりました。 

地域別に見ますと、日本は液晶ＴＶ向けが好調に推移し前連結会計年度比 41.2％増の 1,730 百万

円になりました。海外では、香港・中国が前連結会計年度比 78.2％増の 1,037 百万円、ＡＳＥＡＮ

は前連結会計年度比 45.8％増の 732 百万円となりました。 

b)通信・情報処理機器用コイル 

通信・情報処理機器用コイルの売上高は前連結会計年度比24.4％増の18,561百万円になりました。 

使用製品別内訳では、デジタルカメラ用コイルは前連結会計年度比 1.9%減の 911 百万円と縮小し
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ましたが、ＰＣ及びその他の通信・情報処理機器用コイルが前連結会計年度比 14.0%増の 9,671 百万

円と増加したのに加え、携帯電話用コイルが前連結会計年度比 33.6％増の 600 百万円、インバータ

ユニットは前連結会計年度比 45.9%増の 7,379 百万円に拡大しました。 

地域別では、日本が前連結会計年度比 0.3％減の 3,557 百万円と伸び悩みましたが、台湾は前連結

会計年度比 20.4％増の 6,967 百万円、ＡＳＥＡＮは前連結会計年度比 15.2％増の 1,414 百万円とな

りました。また、香港・中国は中国・蘇州のインバータユニットの本格化から前連結会計年度比 43.7%

増の 5,062 百万円に拡大し、アメリカも前連結会計年度比 92.0％増の 1,561 百万円と回復していま

す。 

c)その他コイル 

その他コイルの売上高は前連結会計年度比 13.5％増の 2,317 百万円になりました。給湯器向けが

減少したものの、ＦＡ機器、冷暖房切替え用 4Ⅴコイルが増加しています。 

d)車載用電子部品 

車載用電子部品の売上高は前連結会計年度比 22.3％増の 8,434 百万円となりました。 

ＡＢＳコイルは、前連結会計年度比 22.1%増の 4,826 百万円と大幅に増加しました。ＨＩＤ（ハイ・

インテンシティ・ディスチャージ）ランプ用トランスは前連結会計年度比 1.9％増の 323 百万円、カ

ーオーディオ、カーナビゲーションシステム、キーレスエントリー等その他の車載用電子部品が前

連結会計年度比 26.9％増の 3,166 百万円と増加しましたが、ＥＰＳ（エレクトロニック・パワー・

ステアリング）向けは前連結会計年度比 11.2％減の 119 百万円と縮小しました。 

2）光電子事業 

光電子関連部品の売上高は光ピックアップ OEM 事業からの撤退に取り組んだことから前連結会計年

度比 30.7％減の 1,967 百万円になりました。 

ＣＤ用光ピックアップが前連結会計年度比 27.9％減の 1,175 百万円、ＤＶＤ用光ピックアップは前

連結会計年度比 9.1％減の 420 百万円に縮小しました。光ピックアップの部品であるレンズホルダー､

アクチェータ等その他の光電子部品は前連結会計年度比 50.1％減の 372 百万円に減少いたしました。 

3）電磁気事業 

電磁気事業の売上高は事業撤退に向けて受注活動を手控えたことから前連結会計年度比 4.3%減の

1,468 百万円になりました。 

 

２．財政状態 

   (1)資産、負債及び資本の状況 

  （流動資産） 

 当連結会計年度における流動資産の残高は 20,283 百万円（前連結会計年度は 16,569 百万円）と

なり、3,714 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、事業拡大に伴う受取手形及び売掛金が 2,205 百万円増加したこと、棚卸資産が

911 百万円増加したことによります。 

  （固定資産） 

 当連結会計年度における固定資産の残高は 13,887 百万円（前連結会計年度は 13,372 百万円）と

なり、515 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、当連結会計年度にドイツの STELCO GmbH の買収に伴い 974 百万円が発生したこ

とによります。 

  （流動負債） 

 当連結会計年度における流動負債の残高は 12,806 百万円（前連結会計年度は 8,476 百万円）とな

り、4,330 百万円の増加となりました。 

 主な増加要因は、企業買収による資金需要が 1,200 百万円あったことから短期借入金が 1,700 百

万円増加、１年以内償還予定社債が固定負債の社債からの振替ったことにより 1,200 百万円増加、

売上拡大に伴う支払手形及び買掛金が 1,049 百万円増加したことによります。 

  （固定負債） 

 当連結会計年度における固定負債の残高は 804 百万円（前連結会計年度は 2,655 百万円）となり、

1,851 百万円の減少となりました。 

 主な減少要因は、前連結会計年度において固定負債であった社債 1,200 百万円が当連結会計年度

で 1 年以内償還となり、流動負債となったことによります。 
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  （少数株主持分） 

 51%出資の連結子会社（SUMIDA KOREA INC.）を設立したことにより、当連結会計年度において少

数株主持分が 49 百万円発生しました。 

  （資本） 

 当連結会計年度における資本の残高は、20,511 百万円（前連結会計年度は、18,809 百万円）とな

り、1,702 百万円増加しました。主な増加要因は、新株引受権及び新株予約権の行使により資本金

及び資本剰余金が 884 百万円増加したこと、当期純利益の計上等による利益剰余金 1,415 百万円の

増加したことによるものです。また、当連結会計年度末において円高により為替換算調整勘定が 557

百万円減少しております。 

 

   (2)キャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間における現金及び現金同等物は前連結会計期間と比べ 429 百万円増加し 4,900 百万

円となりました。 

（営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

  営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ 2,552 百万円

増加したことが大きく寄与したものの、事業拡大に伴い売掛金及び棚卸資産の増加に係る調整項目

が 1,185 百万円増加したこと等により、前連結会計年度比 1,273 百万円増加し 2,413 百万円の収入

超となりました。 

（投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

 投資活動の結果使用した資金は、恒常的な設備投資が 138 百万円増加したことに加え、新たに子

会社を買収したこと及び関係会社株式の取得したことに伴う支出が 1,091 百万円増加したこと等に

より、前連結会計年度比 1,201 百万円増加し 3,107 百万円の支出超となりました。 

（財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ） 

 財務活動の結果得られた資金は、主に子会社買収資金の調達等の借入により 831 百万円資金調達

が増加し、株式の発行による収入が 405 億円減少したこと、配当金の支払額が 108 百万円増加した

ことにより資金調達は前連結会計年度比 368 百万円増加し、1,245 百万円の収入超となりました。 

 

 

３．業績の見通し 

 当社グループのコイルの受注は高水準を維持しています。 

コイルの月間受注数量（当月受注、当月販売予定）は、2004 年第 1 四半期に月平均 91 百万個から第

2 四半期は 104 百万個に上昇し、第 3四半期は 109 百万個と水準を切り上げた後、例年発注の停滞する

第 4 四半期も 105 百万個台を保っています。 

製品別販売額では一般コイルが 2004 年第 1四半期の月平均 1,544 百万円から第 2四半期 1,778百万

円、第 3 四半期 1,842 百万円に増加しましたが、第 4 四半期は 1,705 百万円に減少しています。ＡＢ

Ｓコイルは 2004 年第 1 四半期の月平均 362 百万円、第 2 四半期の 375 百万円から第 3 四半期 416 百万

円、第 4 四半期 455 百万円と着実に増加しています。台湾、蘇州のインバータユニットは拡大基調が

続いています。 

 世界のパソコンの出荷台数は 2004 年第 4 四半期も順調に推移し、通年では前年同期比 14.７％増を

記録した模様です。旺盛な買い替え需要や法人による活発な情報化投資が見込めることから、2005 年

も前年比 10％増が予想されます。世界のデジタルカメラの出荷台数は 2004 年に約 63 百万台を達成し

たものと推定されます。2005年も前年比15.9%増の73百万台が予想されます。中長期的にもアメリカ、

ヨーロッパ、中国、アジアの新規ユーザーが牽引役となり成長を支えるのに加え、メーカー各社の本

格的な参入でデジタル一眼レフの市場が立ち上がる見込みです。世界の携帯電話端末の販売台数は

2004 年に前年比 17.2％増の 6 億台前後になった模様です。中国での完成品在庫が増加しているため一

時的な影響が懸念されるものの、カメラ付、高精細カラー液晶などハイエンド機種の拡大を背景に好

成長が続く見込みです。 

また、液晶ＴＶでは、普及の鍵となる地上波デジタルハイビジョン放送のサービスが、2003 年 12

月から関東、関西、中京圏で始まったのに続き 2006 年にかけて順次全国へ拡大され、2011 年には完全

に地上波デジタル放送に移行します。アメリカでは 2006 年のデジタルテレビ放送への完全移行を目指

し、サービス網を拡大しています。ヨーロッパは現在 8 カ国が地上波デジタル放送を導入し、2010 年
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にはほとんどの国がアナログからデジタルに移行する見込みです。中国では 2008 年の北京オリンピッ

クに向けてデジタル放送が計画されています。世界の液晶テレビの出荷台数は、2004 年 6 百万台、2005

年 11 百万台、2008 年 32 百万台に増加する見込みです。 

一方、新車登録台数は日本が 2004 年に前年比 1.6％減の 3,962 千台と伸び悩んだものの、ヨーロッ

パは前年比 2.1％増の 14,512 千台、アメリカは前年比 2.7％増の 17,258 千台と順調に増加しました。

原油高などによる停滞局面から市場情勢は急速に改善しているため、2005 年の新車販売台数は高水準

が予想されます。 

こうした事業環境の中、スミダグループにおきましては、幅広い顧客ニーズに対応するとともに今

後の成長分野で新しい需要を積極的に創造する事業活動に専念いたします。 

パワーインダクタでは、小型化、低背化、電源エネルギーの効率化を追求した新製品を開発しノー

トＰＣ、デジタルカメラ、ＨＤＤ向けのシェア向上に力を注いでおります。携帯電話向けは、高機能

化に伴いＬＳＩの搭載点数が増え、ＬＳＩ駆動用としてパワーインダクタの需要が高まっているため、

対落下衝撃性に優れた超小型新製品を投入し販売を強化します。自動車、ゲーム機器向けも積極的に

取り組んでまいります。 

インバータではノートＰＣ、フラットモニター向けでトップクラスの技術力と経験を生かし、液晶

テレビ向けに最新のインバータユニット、リーケージトランスを本格的に販売いたします。今まで手

薄であった韓国市場では、現地企業と合弁会社を設立し、インバータトランス及びユニットの販売・

開発を推進してまいります。 

車載関連ではＡＢＳコイルで第 4 番目の新規顧客向けの納入が既に 2004 年から始まっています。

2005 年は更に第 5 番目の新規顧客向けの量産化が予定されています。ＡＢＳコイル以外ではキーレス

エントリー、イモビライザー、ナビゲーションシステム､直噴エンジン、ＥＰＳ（エレクトロニック・

パワー・ステアリング）､エアーバッグ向けコイルを全世界に向けて積極的に販売する方針です。 

光電子事業では光ピックアップのＯＥＭ供給部門から実質的に撤退いたしました。今後光ピックア

ップに使用されるレンズホルダー、アクチェータの新規顧客向け販売を引き続き推し進める方針です。 

 事業縮小に取り組んでいた電磁気事業では、残るマグネティックス部門につきましても、メキシコ

での生産から完全撤退し、中国での生産に移行することで利益の改善を図っております。 

 当社グループでは、各部門から提出される翌四半期のコミットメント（公約）を積み上げた方式に

よる業績予想を発表しております。これは、経済環境が不安定で激変する状況下において通期を予想

することが困難であり、場合によっては期初の予想数値と乖離が生じる危険性があるからです。この

ため、投資家の皆様に適切な情報を提供することを第一義と考え、翌四半期のみの予想内容を開示し

ていくことを基本方針としております。 

 

現時点における平成 17 年第 1 四半期の業績予想は次の通りです。 

 

平成 17 年第 1 四半期連結業績予想       平成 16 年第 1 四半期連結業績実績 

（2005 年 1 月 1 日～2005 年 3 月 31 日）      （2004 年 1 月 1 日～2004 年 3 月 31 日） 

売上高        9,640 百万円        売上高       8,187 百万円 

経常利益        840 百万円        経常利益       625 百万円 

当期純利益       530 百万円        当期純利益      475 百万円 

（前提となる為替レートは１米ﾄﾞﾙ 107.5 円としております。） 

  

 


